モデル「指定○○施設サービス利用契約」重要事項説明書

全国社会福祉施設経営者協議会版

	本重要事項説明書は、当施設とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、社会福祉法第76条に基づき、当施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを説明するものです。


	※当施設では、利用者に対して指定○○施設サービスを提供します。

当サービスの利用は、原則として施設訓練等支援費の支給決定を受けた方が対象となります。
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１．サービスを提供する事業者

	名　称
	社会福祉法人　○○

	所在地
	○○県××市△△町◇丁目▽番地

	電話番号
	○○－○○○―○○○○

	代表者氏名
	理事長 ○○ ○○

	設立年月
	昭和○年○月○日


２．利用施設

	施設の種類
	指定施設・平成○年○月○日指定　○○県○○号

	施設の目的
	

	施設の名称
	

	施設の所在地
	○○県××市◇◇町◇丁目▽番地

	電話番号
	△△－△△△－△△△△

	施設長（管理者）
	

	施設の運営方針について
	

	開設年月
	平成○年○月○日

	入所定員
	○○人


３．居室の概要
（１）居室の概要（入所施設のみ）

＜記入例＞
	居室・設備の種類
	室数
	備考

	個室（１人部屋）
	○室
	設備

	２人部屋
	○室
	

	4人部屋
	○室
	

	合　　計
	○○室
	


利用者の心身の状況や居室の空き状況によりご希望に沿えない場合もあります。

（※各施設における居室の決定方法を説明）

（２）居室以外の施設設備の概要

＜記入例＞※施設（種別）ごとに、各施設（種別）の指定等基準を参照して作表。

	施設設備の種類
	室数
	備　考

	医務室
	
	

	浴室
	○室
	

	洗面所
	
	

	○○○
	
	


※当施設では、居室以外に上記の施設･設備をご利用いただくことができます。これらは、厚生労働省が定める基準により、指定○○施設に設置が義務づけられている施設・設備です。これらの利用については、利用者に特別にご負担いただく費用はありません。

＜注＞※なお、その他の設備についても、施設パンフレット等を活用し、詳細に説明を行うことが好ましい。

（３）居室の変更（入所施設のみ）

利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設でその可否を決定します。また、利用者の心身の状況により居室を変更する場合があります。その際には､利用者やご家族等と協議のうえ決定するものとします｡
（４）利用に当たって別途利用料金をご負担いただく施設・設備

	〇〇
	
	


· 上記は、支援費の支給対象とならないため、ご利用の際は、利用者に別途利用料金をご負担いただきます。

（５）施設・設備ご利用上の注意事項

　　当施設において、居室その他の施設・設備をご利用いただくにあたって以下の点にご注意ください。

　　①・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　②・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　・

　　・

　　・

４．職員の配置状況

　＜記入例＞※施設（種別）ごとに、各施設（種別）の指定等基準を参照して作表。
	職　　　　　　種
	常勤換算
	常　勤
	非常勤
	指定基準

	1． 施設長（管理者）
	　　　名
	名
	名
	名

	2． 看護師
	
	
	
	

	3． 生活支援員（うち社会福祉士○○名、・・・）
	
	
	
	

	4． 職業指導員（うち作業療法士○○名、・・・）
	
	
	
	

	　　○○○○
	
	
	
	

	○○○○
	
	
	
	


当施設では、利用者に対して指定○○施設サービスを提供する職員として、上記の職種の職員を配置しています。
<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。
※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設における常勤職員の所定勤務時間数（例：週40時間）で除した数です。

（例）週8時間勤務の職員が5名いる場合、常勤換算では、1名（8時間×5名÷40時間＝1名）となります。

<主な職種の勤務体制>：例

	職種
	勤　務　体　制

	1． 介護職員
	標準的な時間帯における最低配置人員

早朝：○○：○○～○○：○○　　●名

日中：○○：○○～○○：○○　　●名

夜間：○○：○○～○○：○○　　●名

	2． 生活支援員
	標準的な時間帯における最低配置人員

早朝：○○：○○～○○：○○　　●名

日中：○○：○○～○○：○○　　●名

夜間：○○：○○～○○：○○　　●名

	3． 職業指導員
	標準的な時間帯における最低配置人員

早朝：○○：○○～○○：○○　　●名

日中：○○：○○～○○：○○　　●名

夜間：○○：○○～○○：○○　　●名

	4． 保健師・看護師
	標準的な時間帯における最低配置人員

早朝：○○：○○～○○：○○　　●名

日中：○○：○○～○○：○○　　●名

夜間：○○：○○～○○：○○　　●名

	5． 医師
	毎週○曜日　○○：○○～○○：○○


　　　　　☆土日は上記と異なります。

５．当施設が提供するサービスと利用料金（契約書第４条、第５条参照）

　当施設では、利用者に対して以下のサービスを提供します。

当施設が提供するサービスについて、

	①支援費から給付されるサービス

②利用料金の全額をご利用者に負担いただくサービス〔①以外のサービス〕


があります。

（１）当施設が提供するサービスと利用料金

　以下のサービスについては、食費・光熱水費を除き、9割が支援費の給付対象となります。事業者が支援費を代理受領する場合には、利用者は、利用者負担分として、７ページに記載する個別減免等が適用されない場合、サービス利用料金の1割の額を事業者にお支払いいただきます（定率負担）。

　なお、支援費が給付されるサービスの場合でも、代理受領を行わない場合（償還払いの場合も含む）については、一旦全額を事業者にお支払い頂きます。

<サービスの概要>

　①日常生活の支援

ⅰ食事の提供　※通所施設等の場合で、食事提供を行わない場合は記載不要
　・栄養・利用者の身体の状況・希望や嗜好を考慮した食事の提供をおこないます。

（記入例）

朝食（○：○～○：○）、昼食（○：○～○：○）、夕食（○：○～○：○）

ⅱ入　浴
・入浴・清拭は、毎週○回行います。利用者の身体の状況と希望等を伺った上、できる限り自立して清潔保持が可能となるようめざし、入浴が困難な場合には清拭をおこなうなど適切な方法で実施します。

　ⅲ排　泄

・利用者の心身の能力を最大限活用し、排泄の自立に向けた支援を行います。

ⅳ着脱衣

ⅴ整　容
②医療および健康管理

　　ⅰ　医　療

嘱託医師による診察・治療

氏　名

診療科

診察日

なお、利用者が、専門医師等の診断・治療を要することになった場合には、下記の協力医療機関において受診・治療をうけることができます。

協力医療機関１　　　　　　　

協力医療機関２ 　　　　　　　
ⅱ　服薬の支援

ⅲ　通院と治療

③社会的活動の支援
ⅰ　日常生活指導

地域において自立した社会生活を送るための生活習慣の確立を目指した指導

ⅱ　就労訓練

地域において自立した社会経済生活を送るための訓練

ⅲ　余暇活動

ⅳ　その他の社会活動


	③社会的活動の支援

ⅰ　職業の提供

　＜授産活動＞

　当施設では、以下の授産活動を行っています。

　①・・・・・・・（作業時間　○○：○○～○○：○○）

　②・・・・・・・（作業時間　○○：○○～○○：○○）

＜工賃の支払＞

上記授産活動を通じて発生した事業収入から必要経費を差し引いた額を工賃として、利用者に支払います。

ⅱ　就労訓練

地域において自立した社会経済生活を送るための訓練

ⅲ　日常生活指導

地域において自立した社会生活を送るための生活習慣の確立を目指した指導

ⅳ　余暇活動

ⅴ　その他の社会活動


④相談援助

<サービス利用料金（1日あたり）>

　下記の料金表によって、ご契約者の障害程度区分に応じたサービス利用料金から、支援費の給付額を除いた金額（利用者負担）と食費・光熱水費の合計金額をお支払いいただきます。（個別減免等の負担軽減措置が別途ございます。）

	１．ご契約者の障害程度区分とサービス利用料金　 
	障害程度区分Ａ
○○○円
	障害程度区分Ｂ
○○○円
	障害程度区分Ｃ
○○○円

	２．うち、支援費が給付される金額
	円
	 円
	円

	３．うちサービス利用に係る自己負担額（定率負担）（１－２）
	円
	 円
	円

	４．食事に係る自己負担額
	円

	５．光熱水費に係る自己負担額
	円

	６．ご負担額合計

　（３＋４＋５）
	○○○円
	○○○円
	○○○円



☆ご負担いただく金額については、市町村が発行する支援費受給者証に記載された金額のの範囲内の額、及び食費、光熱水費といたします。

☆ご契約者が、短期入院又は外泊をされた場合にお支払いいただく１日あたりの利用料金は、下記の通りです。（契約書第13条、第14条参照）（※授産施設では、14条、15条）

	１．サービス利用料金　 
	○○○円

	２．うち、支援費から給付される金額
	○○○円

	３．自己負担額（１－２）
	○○○円


　＜記入例＞（契約書第15条）（※授産施設では、16条）
〔サービス利用の取り消し（キャンセル）について〕

☆ご契約者が、サービス利用を取り消し（キャンセル）する場合は、利用予定日の○日前までに当施設までお申し出ください。

☆なお、○日前以降のお申し出の場合、下記キャンセル料をいただく場合があります。
	キャンセル料（食費の実費相当額）　 
	○○○円


<利用者負担の減免について>

〔利用者負担に関する月額上限〕

· １ヶ月あたりのサービス利用にかかる「定率負担」については、所得に応じて4区分の月額負担上限額が設定され、それ以上の負担は必要ありません。

	区　分
	世帯の収入状況
	1ヶ月あたりの負担上限額

	生活保護
	生活保護受給世帯
	０円

	低所得１
	市町村民税非課税世帯で、サービスを利用するご本人の収入が80万円以下の方
	１５,０００円

	低所得２
	市町村民税非課税世帯
	２４,６００円

	一　般
	市町村民税課税世帯
	３７,２００円


☆月額負担上限のほか、さらに下記のような利用者負担に関する減免があります。

〔個別減免について〕

対象：入所施設（20歳以上）やグループホームを利用する場合

· 市町村民税非課税世帯（低所得1、2）で、預貯金等が350万円以下であれば、定率負担の個別減免が行われます。

	収　入
	

	６６,６６７円未満
	利用者負担なし

	６６,６６７円以上
	超えた額の５０％を負担

◇収入が年金や工賃であれば、3000円※の控除の上、グループホームでは15％）を利用者負担の上限とする。

　　※ただし、補足給付で「その他生活費」に加算がある場合は、控除されない。


〔社会福祉法人軽減について〕

対象：通所サービス、入所サービス（20歳未満）、ホームヘルプ

· 収入や資産が一定以下であれば、社会福祉法人減免の対象となります。

· 一つの事業所における上限額は、月額負担上限額の半額となります。なお、通所施設を利用する場合には、低所得２であっても、７５００円となります。

	区　分
	一つの事業所あたりの月額負担上限額

	低所得１
	７,５００円

	低所得２
	１２,３００円（通所施設の場合：７,５００円）


｛社会福祉法人軽減の対象となる収入・資産の状況｝

	
	収入
	預貯金等

	単身世帯
	１５０万円以下
	３５０万円以下

	2人世帯
	２００万円以下
	４５０万円以下

	3人世帯
	２５０万円以下
	５５０万円以下


〔食費等実費負担の軽減について〕

· 入所施設の食費・光熱水費の実費負担に関する軽減措置

《20歳以上で入所施設を利用する場合》

食費・光熱水費の実費負担をしても、少なくとも手元に25,000円（障害基礎年金1級受給者や60歳以上の方は28,000円、65歳以上の方は30,000円、65歳以上の身体障害者療護施設利用者は28,000円）が残るように補足給付が行われます。

《20歳未満で入所施設を利用する場合》

　地域で子どもを養育する世帯と同様の負担（その他生活費25,000円を含めて低所得世帯で50,000円、一般世帯で79,000円）となるように補足給付が行われます。さらに18歳未満の場合には、教育費相当分として9,000円が加算されます。

《通所施設等》

　通所施設では、施行後3年間、低所得の場合、食材料費のみの負担となるため、3分の１の負担となります。

<ご負担の例：月額>

※印は、収入が障害基礎年金のみである場合（1級：82,758円・2級：66,208円／月額）

〔例：入所施設を利用している場合〕（20歳以上）：入所事業費350,000円、30歳の場合
	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

個別減免後
	０円
	１５,０００円

↓

　　　　０円
	２４,６００円

↓

　８,０４５円
	３５,０００円

	食費等実費負担
↓

補足給付後
	５８,０００円

↓

２２,０００円
	５８,０００円

↓

４１,２０８円
	５８,０００円

↓

４６,７１２円
	５８,０００円

	合計負担額
	２２,０００円
	４１,２０８円
	５４,７５７円
	９３,０００円


〔例：グループホームとホームヘルプを利用している場合〕

：グループホームの事業費60,000円、ホームヘルプの事業費100,000円

	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

個別減免後
	０円
	１５,０００円

↓

　　　　０円
	１６,０００円

↓

　１,９６３円
	１６,０００円


〔例：通所施設とホームヘルプを利用している場合〕

：通所施設の事業費130,000円、ホームヘルプの事業費150,000円

	
	生活保護
	障害基礎年金

2級受給者〔低所得1〕※
	障害基礎年金

1級受給者〔低所得2〕※
	一般

	サービス利用料
↓

社会福祉法人軽減後
	０円
	１５,０００円

↓

　７,５００円
	２４,６００円

↓

１２,３００円
	２８,０００円

	食費等実費負担
↓

減免後
	１４,３００円

↓

５,１００円
	１４,３００円

↓

　５,１００円
	１４,３００円

↓

５,１００円
	１４,３００円

	合計負担額
	５,１００円
	１２,６００円
	１７,６００円
	４２,３００円


（２）（１）以外のサービス

　下記のサービスについては、支援費の給付対象とならないため、サービスの提供をご希望される場合には、別紙の記載に従いサービスを提供し、所定の料金をお支払い頂きます。
　なお、上記の所定料金は、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う2か月前までにご説明します。
　①特別なサービスの提供とこれに伴う費用

②支援費から支給されない日常生活上の諸費用

③預かり金管理
　別途預かり金管理契約を締結して頂き、これに従い管理を行います。

④その他（　　　　）

※支援費の給付対象外となる各サービスについては、それぞれ料金を一覧表等により明示する。

（３）利用料金・費用のお支払い方法

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、翌月○日までに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。

	ア．窓口での現金支払

イ．下記指定口座への振り込み

　　○○銀行　　○○支店　普通預金○○○○○

　　△△信用金庫△△支店　普通預金△△△△△

　　郵便振替□□□□□□□□

ウ．金融機関口座からの自動引き落とし

　ご利用できる金融機関：○○銀行、△△信用金庫


６．ご契約者が入院された場合の対応について
　当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。

（契約書第13条参照）（※授産施設では、14条）

※以下、各項目の○の日数等については、新指定基準等に準拠する。




＜入院期間中の利用料金＞

 上記、入院期間中の利用料金については、支援費から給付される費用の一部をご負担いただくものです。

〈参考〉なお、介護保険制度の場合、ショートステイ等に当該居室を活用する場合には利用者負担を徴収しないこととしている。

７．利用者の記録や情報の管理、開示について（契約書第7条第5項参照）

　　

事業者は、関係法令に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求めに応じてその内容を開示します。（開示に際して必要な複写料などの諸費用は、利用者の負担となります。）

◇　閲覧・複写ができる窓口業務時間　午前○○：○○～午後○○：○○

※個人情報保護法にもとづく、各施設の個人情報保護方針（プライバシーポリシー）等を作成している場合は、個人情報の利用目的等とあわせて説明する。

８．苦情の受付について（契約書第16条参照）（※授産施設では、17条）

（１）当施設における苦情の受付

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。


○苦情受付窓口（担当者）

　　　　［職名］　　○○　○○

　　　　○受付時間　　　毎週○曜日～○曜日

　　　　　　　　　　　　○○：○○～○○：○○

　　　　○苦情解決責任者

　　　　　氏　名　○　○　○　○　　　　[職名]

　　　　○第三者委員

　　　　　氏　名　○　○　○　○　　　　[所属]

　　　　　連絡先

また、苦情受付ボックスを○○に設置しています。

（２）行政機関その他苦情受付機関

	○○市・区役所

支援費担当課


	所在地

電話番号・ＦＡＸ

受付時間

	○○県社会福祉協議会

（運営適正化委員会）
	所在地

電話番号・ＦＡＸ

受付時間


平成○○年○月○日

指定○○施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。

施設名　　 　○○

説明者職名　○○○○     　　　氏名　○　○　○　○　　　　印

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定○○施設サービスの提供開始に同意しました。

利用者住所　○○○○○　   　　氏名　○　○　○　○　　　　印

	· この重要事項説明書は、厚生労働省令第79号（平成14年6月13日）第9条の規定に基づき、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。


上記短期入院の期間を超える入院については、○ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院時に予定された退院日よりも早く退院した場合等、退院時にホームの受入準備が整っていない時には、併設されている短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合があります。なお、短期入院の期間内は、上記利用料金をご負担いただきます。








①検査入院等、短期入院の場合





1ヵ月につき○日以内（連続して○泊、複数の月にまたがる場合は○泊）の短期入院の場合、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。（１日あたり○○円）








※授産施設の場合





社会福祉法人○○○○○


（施　　設　　名）


当施設は●の指定を受けています。


（○○指定 第○○号）





②上記期間を超える入院の場合





○ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。








③○ヶ月以内の退院が見込まれない場合
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